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長野県のがん対策 

資料5-1 



がん予防 
（がん検診・多目的コホート） 
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長野県のがん検診の現状 
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区分 年 胃がん 肺がん 大腸 
がん 

子宮頸 
がん 乳がん 

受 

診 

率 (

％) 

長
野
県 

H22 
39.4 
(6) 

30.2 
(10) 

30.9 
(7) 

42.4 
(6) 

43.9 
(10) 

H25 
46.7 
(8) 

50.2 
(10) 

44.3 
(6) 

47.1 
(6) 

49.7 
(7) 

H28 
45.5 
(11) 

53.9 
(9) 

46.1 
(9) 

44.7 
(15) 

48.2 
(13) 

全 

国 

H22 32.3 24.7 26.0 37.7 39.1 

H25 39.6 42.3 37.9 42.1 43.4 

H28 40.9 46.2 41.4 42.3 44.9 

○国民生活基礎調査における長野県のがん検診受診状況 
                  

○県調査によるがん検診受診状況 

区 分 検診内容 受診率(%) 

胃がん 
胃部X線検査 4.4 

内視鏡検査 0.9 

大腸がん 便潜血検査 13.6 

肺がん 
胸部X線検査 8.6 

ＣＴ検査 3.4 

乳がん 
マンモグラフィ 8.6 

超音波検査 4.4 

子宮頸がん 頸部細胞診 10.7 

国民生活基礎調査（厚生労働省） 
 検診の方法を具体的に限定せず、無作為抽出した対象者に
回答してもらう形式で行う調査 
 実際に検診を受診した人数を集計したものではなく、対象
者の記憶違いなどによる誤差が含まれる 
 ３年に一度行われている 

（40歳（子宮がんは20歳）以上69歳未満） 
※かっこ内は全国順位 

（平成28年度・単年度） 
（40歳（子宮頸がんは20歳）以上） 

地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省） 
 厚生労働省「がん予防重点健康教育及びがん検
診実施のための指針」に定められた方法による市
町村がん検診のみが対象となる調査 
 そのため、職域等の受診率は含まれない 
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目標：「受診率の向上」と「精度管理・事業評価の充実」（平成19年 がん対策推進計画） 

がん検診推進体制 

 市町村がん検診 

 担当者会議 

 長野県がん検診 

  検討委員会 

医 師 会 

・委員会からの 
 助言と情報提供 

・主催 
・会議資料の提供 

 企業におけるがん検診実施 
 状況調査 

職 域 

 がん検診実施状況調査 

市 町 村 

主

催 

出席 

・委員会からの 
 助言と情報提供 
・調査実施 

県  

保健・疾病
対策課 

・調査結果報告 

 がん検診実施 

 状況調査 

検診実施機関・ 

医療機関 

・調査結果報告 

・委員会からの 
 助言と情報提供 
・調査実施 

・調査実施 

■ 事業フロー図 
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がん検診事業評価（精度管理） 

技術・体制的指標 検診実施機関の体制の確保（設備、医師・技師等）、実施手順の確立等 

プロセス指標 がん検診受診率、要精検率、精検受診率、陽性反応適中度、がん発見率等 

 ２つの指標を用いたがん検診の事業評価を行い、それらの結果をもとにがん検診
の精度向上に向けた取り組みを行っている。 

① 技術・体制的指標による事業評価 
 市町村及び検診実施機関から、国が示す「がん検診事業評価のためのチェックリ
スト」の提出を受け、結果を取りまとめる。チェックリスト項目の実施率向上のた
め、精密検査結果把握の標準的なルートを定めた、「長野県がん検診実施要領」を
示している。 
 
② プロセス指標による事業評価 
 がん検診のプロセス指標には、国報告書において暫定的な「目標値」及び「許容
値」が示されている。 
 県では、がん検診実施状況調査の結果に基づき各市町村のプロセス指標を取りま
とめ、がん検診検討委員会において指標について検討を行っている。 

出典：厚生労働省 がん検診事業の評価に関する委員会報告書「今後の
我が国におけるがん検診事業評価の在り方について（平成20年3月）」 
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がん検診推進事業 

 

 がん検診市町村間相互乗り入れ制度 

   市町村が配布する子宮頸がん検診・乳がん検診の無料クーポン券を保有する受診者 
   が、住所地以外の市町村でもがん検診を受診できる制度 

 市町村担当者研修開催 

 がん検診事業評価の説明・がん検診検討委員会の開催結果報告・がん検診の精度 
 管理に関する講演 

 
 

 胃内視鏡検査研修会の開催（平成31年度予定） 

 胃がん検診に従事している医師を対象とした研修会 
 

 

 肺がん検診Ｘ線検査読影医名簿作成 

 厚生労働省「健康診査管理指導等事業実施のための指針」にもとづき、県内の 
 肺がん検診実施機関へ読影医名簿を照会し、読影医師を把握する。 

 各種普及啓発事業 

 

市町村対象の取組 

医療機関対象の取組 

その他の取組 
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多目的コホート研究事業 
◯目的 

  研究地域における生活習慣について情報を集め、疾病発症に関する追跡調査を行い、 

 エビデンスを構築して、どのような生活習慣が疾病の発症に関連しているのか明らかにする 

 ことで、がん予防などの健康の維持、増進に役立てる。 

◯事業内容 

  国立がん研究センターの研究委託により、長野県佐久保健福祉事務所が事業主体となって、 

 対象地域８市町村における40-74歳の住民に対して５年ごとにアンケート調査を行う。 

 また、追跡調査として対象者の異動・生死・死因・疾病罹患の状況も調査する。 

1990    1995    2000    2005        2010   2015    2020     2025    2030 

◯研究期間 

次世代 

多目的コホート研究 

コホートⅡ 

コホートⅠ 追  跡 

追  跡 

追  跡 

調査 調査 調査 

調査 調査 調査 

調査 調査 調査 



がん医療提供体制 
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医療圏 病  院  名 区分 指定日 機能評価 備 考 

佐 久 佐久総合病院佐久医療センター ○ H18.8.24 H28 

上 小 信州上田医療センター △ H28.4.1 － 信大とグループ指定 

諏 訪 諏訪赤十字病院 ○ H18.8.24 H28 

上伊那 伊那中央病院 ○ H21.2.23 H29 

飯 伊 飯田市立病院 ○ H19.1.31 H29 

木 曽 県立木曽病院 △ H28.4.1 － 信大とグループ指定 

松 本 
信州大学医学部附属病院 ◎ H18.8.24 H27 

相澤病院 ○ H20.2.08 H27 

大 北 北アルプス医療センターあづみ病院 △ － － 国へ新規指定推薦中 

長 野 
長野赤十字病院 ○ H19.1.31 H30 

長野市民病院 ○ H19.1.31 H30 

北 信 北信総合病院 △ H27.4.1 H30 長野日赤とグループ指定  

県内のがん診療連携拠点病院等 

＜県内の指定状況＞ ◎：県がん診療連携拠点病院 ○：地域がん診療連携拠点病院 △：地域がん診療病院 
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時点 事由 内容 

平成29年４月 あづみ病院打ち合わせ 大北医療圏において、大町市立病院との協議の下、 

あづみ病院が拠点病院等の指定を目指すことを確認 
   

 
 

平成30年10月 あづみ病院現地調査 
長野県がん診療連携拠点病院整備検討委員会による
現地調査を実施 

新規指定推薦が可能である旨の講評 

平成30年12月 厚生労働省へ推薦   

平成30年３月 厚生労働省 

指定に関する検討会 
 指定し得る病院として承認 

平成31年4月1日 新規指定（予定） 地域がん診療病院として指定見込み 

（1）趣 旨 
  県内において、唯一がん診療連携拠点病院等が未整備となっていた大北医療圏について、 
 厚生労働省に「北アルプス医療センターあづみ病院」の地域がん診療病院への指定推薦を行った。 
 
（2）指定までの経過 

大北医療圏の拠点病院指定推薦について 

複数回の協議、指定要件充足状況の確認等 
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がん診療連携拠点病院等の機能評価 
（1）趣 旨 

   がん診療における地域格差を無くし、質の高いがん診療の提供を図るため、既に指定された 

 がん診療連携拠点病院等について、診療実績や地域連携の状況などを把握し、県がん診療連携 

 拠点病院整備検討委員会が機能評価（現地調査）を実施する。 

区分 内容   

  

  

  

  

見直し 

病院の負担軽減 概況説明の簡素化 ・改善事項、PDCAサイクルの取組など最低限の説明 

監査的要素の軽減 ・会場のレイアウト変更 

・病院への助言 

・概況説明時、病院側は最低限の出席 

・病院が課題と感じている部分への助言 

有益な現地調査 ピアレビュー方法変更 ・各分野ごとにピアレビューを実施 

・実務者同士の質疑、意見交換を重視 

①概況説明 

②現地調査 
（全体） 

⑤ 講 評 ④意見集約 ③全体質疑 

 (2)  方法の見直し 

  長野県がん診療連携協議会（信州大学医学部附属病院事務局）との意見交換を踏まえ、対象病院 

 負担・監査的要素の軽減、より有益な現地調査及びピアレビューの実施を検討。 

  今年度は新たな方法により３病院で実施（長野赤十字病院、長野市民病院、北信総合病院） 

②ピアレビュー 
（各分野ごと） 

③実務者同士の 
質疑・意見交換 

委員会 

ピアレビュー 
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県内がん診療のPDCAサイクル 

          
各拠点病院等 

          

  
          

各病院・各部会 

長野県がん診療連携協議会 各部会 
  

    
    

    

Do（実行） 

P 

C 

各病院の 
PDCAｻｲｸﾙ 

Act（改善） 
D A 

Plan（計画） 

県共通の「Ｐ」 

Check（評価） 

県全体の 
PDCAｻｲｸﾙ 

各病院・各部会 

各部会 

各病院の「Ｐ」 

各部会 

長野県がん診療連携拠点病院 
整備検討委員会 

国の整備指針に基づく機能評価 

主体 役割 考え方 

県 
(県委員会) 

機能評価 
（指定要件の審査） 

・国の整備指針に基づき、国レベルの基準を求める 
・PDCAサイクルの確保は機能評価の一項目 
(連携協議会のPDCAサイクル、各拠点病院等のPDCAサ
イクル) 

信大病院 
(連携協議会) 

PDCAサイクル 

の確保 

・各部会ごと共通目標設定し、県全体のPDCAサイクル
を確保 

・県内がん診療の質の底上げを目的とし、必ずしも国
レベルの基準を意識しない 
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患者体験調査の実施 
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◆全体目標（国・県） 

(1) 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 
(2) 患者本位のがん医療の実現 
(3) 尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築 

◆全体数値目標（長野県独自） 

「尊厳が保たれ、切れ目なく十分な治療・支援を
受けたと考えているがん患者の割合」 
⇒現状：全国80.7％ 県81.3％（県内３病院） 
 （出典：H27患者体験調査） 

第３期がん対策推進基本計画(H30.3) 長野県がん対策推進計画（H30.3） 

患者体験調査 

・県全体数値目標に同調査指標を用いたことから、県内全医療圏における調査が必要 
・平成31年度に厚労省調査対象外拠点病院等に対しても追加調査を実施 

・拠点病院等現況報告書、院内がん登録/DPC/レセプト、厚労省研究班などの調査、政府統計等と 
あわせて、がん対策推進基本計画評価指標の測定データ源のひとつ 

・初回治療時19 歳以上であった全悪性腫瘍の患者のうち、希少がん患者、若年者、その他の3 群及び
がん以外の受診者に層別し、それぞれ、15 名、15 名、70名、５名の合計100名を無作為抽出 

・拠点病院等を受診した患者に対して、診断時・治療時・就労等についてアンケート調査 
（例：医療者と十分な対話ができたか、治療における希望を尊重してくれたか等） 
 
・各都道府県３病院（県拠点病院、地域拠点病院、地域がん診療病院）を目途に厚労省による調査 



 がん先進医療費利子補給事業 
 県内で行われるがんの先進医療に係る経済的な負担を軽減するため、がん患者またはその家族が金
融機関から融資を受けた際に、その利子分について補助 
 
 現在県内で行われているがんの先進医療：陽子線治療（相澤病院実施 治療費約300万） 

 がん診療連携拠点病院整備事業 
 地域がん診療連携拠点病院等が行う診療体制の整備、研修会の開催や相談支援センターの運営な
ど、拠点病院等としての機能強化を図るため補助 
 
 がん診療施設設備整備事業 
 がん診療を行うために必要な医療施設・設備の導入に対して補助 
 
 がん相談連携病院設置運営事業 
 がん診療連携拠点病院等が未整備の大北医療圏において、「がん相談支援センター」を設置に係る
補助を行い、未整備圏域でも、がんに関する相談支援体制を構築 

がん医療支援（その他） 
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医療機関への支援 

患者等への支援 
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がん登録事業 
◯概要 がんの罹患、死亡・生存の状況等を把握するため、市町村・医療機関からがんの診断情報 

   を収集する「地域がん登録」及び「全国がん登録」に係る事務を、信州大学医学部附属病院 

   への委託により実施する。 

◯これまでの経過 

平成22年１月 「長野県地域がん登録事業」開始 

平成24年７月 がん登録情報の研究目的での利用・提供を承認 

平成27年11月～12月 「全国がん登録」指定診療所の申請受付 

平成28年１月 
「全国がん登録」開始 
「全国がん登録」医療機関向け説明会開催 

平成29年３月 
がん登録データの利用・提供に関する取扱規程の制定 
「長野県がん登録事業報告書（2010・2011）」発行 

平成29年８月 都道府県用がん登録オンラインシステム導入 

平成29年11月 「全国がん登録」医療機関向け研修会開催 

平成31年１月 2016年全国がん登録報告速報公表 

平成31年２月 がん登録データの利用・提供に関する取扱規程の改定 



治療と就労の両立支援 
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がん患者への就労支援推進事業 
○概要 
 がん患者の就労支援は、安易に離職することを防ぎ、仕事の継続を支援することが重
要だが、がん相談支援センターでは、就労相談まで対応できないため、社会保険労務士
を派遣し、就労相談への対応を図る。 

○事業内容 

 がん相談支援センターに社会保険労務士を派遣し、がん患者とその家族に対する就労
相談を行う。社会保険労務士の派遣に係る謝金及び旅費について、県が負担する。 

○事業実績（Ｈ29から長野市民病院が社労士を常勤で配置） 

 年 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30（半期） 

実施拠点病院数 ６ 10 10 ９ 10 

相談件数 64 195 213 152 68 

長 野 県 

派 遣 

がん診療連携拠点病院等（がん相談支援センター） 

派遣依頼 

謝金 

社
会
保
険
労
務
士 

 
 

就労相談・支援 

  
長野県社会保険労務士会 
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がん治療と就労の両立支援セミナー 

内容  
  
 ・有識者による基調講演 
 ・行政の制度説明 
 ・先進事例の紹介 
 ・がん経験者の体験談 
  

 

概要   
 
 「がんと向き合う週間」に合わせ、県内企業
及び医療 従事者や関係機関向けの就労・両立
支援に関するセミナーを開催 
 協定企業・長野県地域両立支援推進チームと
連携（講師・啓発物品・ブース等） 
  

 

結果 

約120名が参加 
事後アンケートによると、回答者の９割以上 
が高評価 18 



長野県女性雇用環境等実態調査 
 産業労働部が毎年行う、労働行政の基礎資料とするための調査と連携し、県内事業所の両立支援
の取組み等を調査 
○事業所調査 
 対象：県内１３産業 常用労働者５人以上を雇用する4,000事業所 
 回答：1,515事業所（回収率37.9%） 
○個人調査 
 対象：上記事業所に雇用されている従業員2,000人 
 回答：協力事業所462事業所（回収人数1,116人、回収率55.8% 

[分類

名] 

[パーセ

ンテー

ジ] 

[分類

名] 

[パーセ

ンテー

ジ] 

[分類

名] 

[パーセ

ンテー

ジ] 

傷病手当金 

26% 

勤務時間変

更 

17% 傷病休暇制

度 

16% 

業務内容の

変更や配置

転換 

15% 

時短勤務・時

間単位有休 

13% 

賃金等保障

制度 

6% 

産業スタッフ

等の相談支

援 

4% 

がんに関する

従業員への

研修 

2% 

その他 

1% 

がん患者

の就労に

関する助

成金制度 

31% 

他の事業

所の事例

紹介 

16% 

がん治療

法等の基

本的な情

報 

16% 

医療機関

との連携

方法 

12% 

その他 

25% 
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両立支援の制度の有無 整備されている制度 行政に望む制度・取組み 



がん患者の仕事と治療の両立支援モデル事業 
○概要 
 がん相談支援センターに両立支援コーディネーターを配置し、患者ごとの状況に応じて「治療
と仕事両立プラン」を策定し、就労支援を行うことを目的とし、国が財政的支援を行う。 

○実施主体 長野市民病院（全国で７つの拠点病院等が選定） 

○事業内容  

 就労に関する専任事務職員を配置し、アプローチ管理表の作成、両立支援者が適正に支援でき
るようデータ化及びマネジメントを行う。常勤社労士と両立支援コーディネーターが連携し、
「治療と仕事両立プラン」を策定する。 
  

両立支援 
スーパーバイザー 
（常勤社労士） 

両立支援 
コーディネーター 
（医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ） 

両立支援 
コーディネーター 
（がん看護専門看護師） 

身体的・精神的 
脆弱性の把握 

社会的脆弱性 
の把握 

コーディネーターの
監修と患者支援 

「治療と仕事両立プラン」策定 

① 
ステージ

Ⅰ 
継続支援 

③ 
ステージ

Ⅲ 
障害年金
請求支援 

② 
ステージ

Ⅱ 
再就職 
支援 

両立支援のステージ（病期とは関連なし） 

両立プラン  職能アピール 

20 



普及啓発 

21 



がんと向きあう週間 

22 

平成３０年度テーマ 
がん検診、受けっぱなしになっていませんか？ ～精密検査で早期発見・早期治療～    

各圏域 取 組 

佐 久 街頭啓発、啓発用ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの設置、合庁内展示 

上 田 がん予防研修会、啓発用ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの設置、啓発DVD上映 

諏 訪 がん予防研修会、街頭啓発 

伊 那 がん予防研修会、街頭啓発、啓発用ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの設置 

飯 田 企業訪問、街頭啓発、ケーブルテレビと共同で広報活動 

木 曽 街頭啓発、啓発用ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの設置、合庁内展示 

松 本 シニア大学生への啓発、街頭啓発、啓発用ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの設置 

大 北 がん予防研修会、おでかけ保健所、合庁内展示 

長 野 街頭啓発、啓発用ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの設置、合庁内展示 

北 信 街頭啓発、啓発用ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの設置、合庁内展示 

実施期間：平成30年10月15日～10月21日 
各保健所職員、県議会議員、協定企業社員等により実施 



協定企業との取組 

アルクマピンバッジ作成 
売上金の一部を国立がん研究 

センターへ寄付 
↓ 

がんの情報冊子セットが公立図書館に整備 
（県立図書館、小諸市立図書館、塩尻市立
図書館ほか） 

市民公開講座を共催 

そのほか、保健所との駅前での
街頭啓発、啓発グッズの社内周

知等各種取組を実施 
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